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平成 29 年 2 月 23 日 

 

各 位 

                                     会 社 名   タカタ株式会社                

 代 表 者   代表取締役会長兼社長 高田 重久 

（コード番号 : 7312 東証第一部） 

   問合せ先   人事・総務本部副本部長 佐野 仁 

  （TEL : 03-6455-8405） 

 

連結子会社の譲渡及び特別利益の発生に関するお知らせ 

 

当社は、2 月 22 日（米国時間）、当社の連結子会社であるSCHROTH Safety Products GmbHの  

全株式、Takata Protection Systems Inc.、及び Interiors In Flight Inc.の事業の全部につきまして、

TransDigm Group Incorporated に譲渡することといたしましたので、お知らせします。 

 

1. 譲渡の理由 

自動車安全部品の製造・販売というコア事業以外の事業売却の一環 

 

2. 連結子会社の概要 

①SCHROTH Safety Products GmbH 

（１） 名 称 SCHROTH Safety Products GmbH 

（２） 所 在 地 ドイツ連邦共和国 アルンスベルク行政管区 

（３） 代 表 者 の 氏 名 Martin Nadol（Managing Director） 

（４） 事 業 内 容 
航空機、ヘリコプター、レーシングカー向けのシートベルト等の製

造・販売、および軍用車両向けの乗員安全装置の製造・販売 

（５） 資 本 金 447 百万円（3,582 千ﾕｰﾛ） 

（６） 設 立 年 月 日 1946 年 6月 12 日 

（７） 大株主及び持株比率 TAKATA Europe GmbH  100% 

（８） 
上場会社と当該会社

と の 関 係 

当該会社は当社が 100%出資する TAKATA Europe GmbH の 100％

出資子会社であり、当社にレーシングカー向けシートベルトの販売

を行なう他、当社子会社より原材料の供給を受けております。 

（９） 当該会社の最近 3年間の経営成績   

決 算 期 2014 年 3 月期 2015 年 3 月期 2016 年 3 月期 

（単位） (百万円) (千ﾕｰﾛ) (百万円) (千ﾕｰﾛ) (百万円) (千ﾕｰﾛ) 

純 資 産 1,080 8,641 1,008 8,064  981  7,846 

売 上 高 1,837 14,697 2,134 17,071 2,341 18,725 

 ※1 円貨換算につきましては、1ユーロ＝125 円で算出いたしております。 

 ※2 上記の財務指標以外の経営成績の詳細については、譲渡先との取り決めにより公表を控え 

   させて頂きます。 
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②Takata Protection Systems Inc. 

（１） 名 称 Takata Protection Systems Inc.            

（２） 所 在 地 アメリカ合衆国 コロラド州 

（３） 代 表 者 の 氏 名 David Jackson （President）      

（４） 事 業 内 容 レーシングカー、航空機用安全部品の製造・販売 

（５） 資 本 金 1,002 百万円 （9,110 千米ﾄﾞﾙ） 

（６） 設 立 年 月 日 1993 年 11 月 8日 

（７） 大株主及び持株比率 TK HOLDINGS INC.  100% 

（８） 
上場会社と当該会社

と の 関 係 

当該会社は当社が 100%出資する TK HOLDINGS INC.の 100％出

資子会社であり、当社より原材料の供給を受けております。 

（９） 当該会社の最近 3年間の経営成績   

 決 算 期 2014 年 3 月期 2015 年 3 月期 2016 年 3 月期 

（単位） (百万円) (千ドル) (百万円) (千ドル) (百万円) (千ドル) 

純 資 産 476 4,329 954 8,672 750 6,815 

売 上 高 1,429 12,994 1,577 14,332 1,663 15,115 

 ※1 円貨換算につきましては、1ドル＝110 円で算出いたしております。 

 ※2 上記の財務指標以外の経営成績の詳細については、譲渡先との取り決めにより公表を控え 

  させて頂きます。 

 

③Interiors In Flight Inc. 

（１） 名 称 Interiors In Flight Inc. 

（２） 所 在 地 アメリカ合衆国 フロリダ州 

（３） 代 表 者 の 氏 名 David Jackson （President）  

（４） 事 業 内 容 航空機向けシート、内装品の製造・販売 

（５） 資 本 金 286 百万円（2,600 千米ﾄﾞﾙ） 

（６） 設 立 年 月 日 2013 年 7月 19 日 

（７） 大株主及び持株比率 Takata Protection Systems Inc. 100% 

（８） 
上場会社と当該会社

と の 関 係 

当該会社は Takata Protection Systems Inc. の 100%出資の子会社

です。取引関係はございません。 

（９） 当該会社の最近 3年間の経営成績  

決 算 期 2014 年 3 月期 2015 年 3 月期 2016 年 3 月期 

（単位） (百万円) (千ドル) (百万円) (千ドル) (百万円) (千ドル) 

純 資 産 337 3,067 ▲14 ▲126 ▲104 ▲946 

売 上 高 250 2,275 470 4,271 545 4,957 

 ※1 円貨換算につきましては、1ドル＝110 円で算出いたしております。 

 ※2 上記の財務指標以外の経営成績の詳細については、譲渡先との取り決めにより公表を控え 

させて頂きます。 
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3. 譲渡先の概要 

（１） 名 称 TransDigm Group Incorporated 

（２） 所 在 地 アメリカ合衆国 オハイオ州  

（３） 代表者の役職・氏名 W. Nicholas Howley （CEO & Chairman） 

（４） 事 業 内 容 航空機部品の製造・販売 

（５） 資 本 金 113,248 百万円（1,029 百万ﾄﾞﾙ ） 

（６） 設 立 年 月 日 2003 年 7月 8日 

（７） 
上場会社と当該会社

と の 関 係 
資本・人的・取引関係 いずれも該当事項はありません。 

（８） 当該会社の最近 3年間の連結経営成績  

決 算 期 2014 年 9 月期 2015 年 9 月期 2016 年 9 月期 

（単位） (億円) (百万ドル) (億円) (百万ドル) (億円) (百万ドル) 

連 結 純 資 産 ▲1,711 ▲1,556 ▲1,142 ▲1,038 ▲716 ▲651 

連 結 総 資 産 7,289 6,626 9,134 8,303 11,798 10,726 

連 結 売 上 高 2,610 2,372 2,977 2,707 3,488 3,171 

連 結 営 業 利 益 1,020 927 1,181 1,074 1,394 1,267 

連 結 税 前 利 益 844 768 700 636 493 448 

連 結 当 期 純 利 益 645 586 491 447 337 306 

1 株当たり連結当期純利益(円/ドル) 347.9 3.16 862.4 7.84 1,142.9 10.39 

1 株 当 た り 配 当 金 ( 円 / ド ル ) 2,750 25.00 0 0 0 0 

                                                                                              ※1 円貨換算につきましては、1 ドル＝110円で算出いたしております。 

 

4.  譲渡前後の所有株式、譲渡事業の状況、及び譲渡価格   

① SCHROTH Safety Products GmbH 

異動前の所有株式数  1 株 

（議決権の数 1 個、議決権割合 100%） 

異動後の所有株式数  0 株    

② Takata Protection Systems Inc. 

③ Interiors In Flight Inc. 

②と③につきましては、事業の全部の譲渡を行います。 

譲渡価格（①～③合計）  約 99 億円（90 百万ドル） 

      （※1 ドル＝110 円で算出） 

                 

5. 日程 

   株式及び事業譲渡決定日      平成 29 年 2 月 22 日（米国時間） 

   株式及び事業譲渡契約締結日    平成 29 年 2 月 22 日（米国時間） 

   株式及び事業譲渡実行日      平成 29 年 2 月 22 日（米国時間） 

 

6.  今後の見通し等 

 今回の譲渡により、平成 29 年 3 月期通期決算において約 50 億円（予定）の特別利益が発生する

見込みです。本件が平成 29 年 3 月期連結業績予想に与える影響につきましては、現在精査中であり、 

確定次第必要に応じてお知らせします。  

 なお、譲渡による資金の使途につきましては、米国司法省との和解金の支払資金等に充当する予定

です。 
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（参考）当期連結業績予想（平成 29 年 2 月 10 日公表分）及び前期連結業績     (百万円) 

  連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 
親会社株主に帰属

する当期純利益 

当 期 連 結 業 績 予 想 

（平成 29 年 3 月期） 
650,000 40,000 44,000 △64,000 

前 期 連 結 業 績 

（平成 28 年 3 月期） 
718,003 42,133 35,206 △13,075 

 

 

以 上 


